第２号様式（第６条関係）
　　　年　　月　　日　

神　戸　市　長　　宛
　　〒　　　－
住所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　－　　　　－　　　　
　神戸市住宅土砂災害対策移転支援事業
補助金交付申請書
神戸市住宅土砂災害対策移転支援事業について、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。
記
１．補助事業の名称　　　　　　神戸市住宅土砂災害対策移転支援事業

２．補助事業の目的　土砂災害から市民の生命及び身体を保護するため、土砂災害危険住宅を安全な土地に移転する。

３．交付申請額
金　　　　　　　　　　　　　　　円
４．交付申請額の算出方法等
	除却等費
	補助対象経費の額（Ａ１）
	円

	
	補助対象経費の上限額（Ａ２）
	円

	
	Ｂ　上記Ａ１、Ａ２のいずれか小さい額の２/３の額
	円

	
	申請額（Ａ３：上記Ｂの額の1,000円未満を切り捨てた額）
	円

	建物助成費
	建物
(改修含)
	補助対象経費の額（Ｂ１）
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ｂ２）
	円

	
	
	申請額（Ｂ３：上記Ｂ１、Ｂ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円

	
	土地
	補助対象経費の額（Ｃ１）
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ｃ２）
	円

	
	
	申請額（Ｃ３：上記Ｃ１、Ｃ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円

	
	敷地

造成
	補助対象経費の額（Ｄ１）
	円

	
	
	補助対象経費の上限額（Ｄ２）
	円

	
	
	申請額（Ｄ３：上記Ｄ１、Ｄ２のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円

	
	建物助成費の申請額の計（Ｆ＝Ｂ３＋Ｃ３＋Ｄ３）
	円

	建設・購入等費
	補助対象経費の額（Ｇ１）
	円

	
	補助対象経費の上限額（Ｇ２）
	円

	
	申請額（Ｇ３：上記Ｇ1、Ｇ2のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円

	住宅賃借等費
	補助対象経費の額（Ｈ１）
	円

	
	補助対象経費の上限額（Ｈ２）
	円

	
	申請額（Ｈ３：上記Ｈ1、Ｈ2のいずれか小さい額の１，０００円未満を切り捨てた額）
	円

	交付申請額（Ｉ＝Ａ３+Ｆ+Ｇ３+Ｈ３）
	円


注１　建物助成費における各補助対象経費の上限額は、移転先住宅の場所により変わりますので、要綱別表で確認してください。

注２　建物助成費のうち敷地造成に要する費用は、移転先住宅の敷地が特殊土壌地帯等に該当する場合に申請できます。
５．事業の予定期間
　　年　　月　　日（着手）から　　　　年　　月　　日（完了）
※　補助金に消費税仕入控除税額がある場合には、これを減額して申請してください。
６．事業計画書

（１）移転前の状況
	危険住宅所在地
	

	警戒区域表示番号等
	

	構造延べ面積
	造　　　　葺　　　　階　　　　　m2

	経過年数
	年（　　　　　　　　年　築）

	居住人員
	人

	家屋所有別
	自己所有・その他（　　　　　　　　　　　　　）　

	土地所有別
	自己所有・その他（　　　　　　　　　　　　　）


（２）移転後の状況

	移転先の土地所在地
	　

	移転態様
	新築・購入・賃貸住宅・親類同居・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	土地所有別
	自己所有・借地・購入・その他(　　　　　　　　)

	移転跡地の計画
	山林・畑・駐車場・その他(　　　　)

	危険住宅解体予定
	　　年　月　日　～　　　　年　　月　　日

	移転先住宅建築等予定
	　　年　月　日　～　　　　年　　月　　日


添付資料（添付しない書類は、二重線で消してください。）
(1) 危険住宅及びその敷地に係る登記事項証明書その他危険住宅及びその敷地の所有者が確認できるもの（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）

(2) 住民票（世帯全員の記載のもの）（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）
(3) 本市市税の滞納がないことを証する書類（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）

(4) 危険住宅の付近見取図、配置図、平面図及び外観写真

(5) 危険住宅の建築時期が確認できる書類（他の書類と兼ねることができる。）

(6) 危険住宅に代わる住宅（以下「移転先住宅」という。）の付近見取図、配置図、平面図及び立面図

(7) 移転事業に係る資金計画書(第２号の２様式)

(8) 危険住宅の除却等費の見積書

(9) 移転先住宅の建設又は購入（これに必要な土地の取得を含む。以下同じ。）に要する経費の見積書

(10) 移転先住宅の建設又は購入をするために要する資金の借入れを予定している金融機関、その他の機関において、建物、土地及び敷地造成の費目ごとに作成された借入金利子相当額の計算表

(11) 消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書（第２号の３様式）
(12) その他市長が必要と認める書類
